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２２．役務 

２２－１ 省エネルギー診断 

(1) 品目及び判断の基準 

省エネルギー診

断 

【判断の基準】 

○表１に掲げる技術資格を有する者又はこれと同等と認められる技能

を有する者が、庁舎等における設備等の稼働状況、運用状況並びにエ

ネルギー使用量その他必要な項目について調査・分析を行い、それら

の結果に基づき、表２の内容を含む省エネルギー対策に係る設備・機

器の導入、改修及び運用改善、並びにエネルギー管理体制・管理方法

について提案が行われるものであること。 

備考）当該庁舎等においてエネルギー管理を実施するに当たって必要となる各種目標の設定に係る提

案は、エネルギー管理方法に含まれる。 

 

 

表１ 

一級建築士 

一級建築施工管理技士 

一級電気工事施工管理技士 

一級管工事施工管理技士 

技術士（建設、電気・電子、機械、衛生工学、環境） 

エネルギー管理士 

建築設備士 

電気主任技術者 

 

 

表２ 

過去 3 年間程度のエネルギー消費実績及び光熱水費実績、設備の保有と

稼働状況 

設備・機器ごとのエネルギー消費量の実績又は推計及び推計根拠 

設備・機器の導入、改修に伴う省エネルギー量の推計及び推計根拠 

運用改善項目及びそれらに伴う省エネルギー量の推計及び推計根拠 

設備・機器の導入、改修に伴う必要投資額及びその投資額に関する推定

根拠 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度に調達する省エネルギー診断の総件数及び対象となり得る施設等の具体的範囲

を示すこととする。 
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